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研究要旨

本研究班においては、地域の実情に応じた在宅医療提供体制構築のための研究として、1）地域

別の課題の検討、2）指標等を用いた実態の把握、3）様々な在宅医療に関する情報収集の 3 つの

課題に対して、令和 5 年度は、自治体や企業が保有するレセプトデータや全国訪問看護ステーシ

ョンへの質問紙調査を用いた 8 件の分析的研究と 1 件の小児在宅医療に関するヒアリング調査を

実施した。その結果、訪問看護、訪問診療、訪問薬剤、訪問歯科診療、訪問リハビリテーショ

ン、訪問栄養食事指導、小児への在宅医療等の様々な在宅医療に関する実態把握を行うことで、

患者のニーズに応じた在宅医療サービスの提供や今後の課題の検討につなげることができた。地

域別の課題の検討に関しては、本研究で使用した指標等をもとに、NDB・介護DB 等により生態

学的研究を行い、さらに検討を進めていく必要があると考えられた。

A. 研究目的

我が国の在宅医療の需要は今後も増加するこ

とが見込まれており、地域の実情に応じた在宅医

療提供体制構築が重要となる。我々の研究班で実

施した令和 3 年度からの「在宅医療を必要とする

患者像の検討と地域特性に合わせた在宅医療提

供体制の構築に関する研究（21IA1010）」では、

市町村データの医療介護突合分析により、在宅医

療受療者の実態を明らかにし、4 つの医療機能（退

院支援、日常の療養支援、急変時の対応、看取り）

の評価を行った。しかし上記の内容は市町村の評

価に留まっており、地域別の潜在的な課題は明ら

かになっていない。また、医療的ケア児等小児へ

の在宅医療や、COVID-19 パンデミック下のよう

な特異な状況における在宅医療のデータに基づ

く現状把握や情報の整理も不足している。

そこで本研究班では、第 8 次医療計画の見直し

に向けた在宅医療の課題や指標例等を検討する

ための基礎資料を得ることを目的とし、以下の 3
つの課題を設定した。

【課題 1・地域別の課題の検討】 
NDB や介護 DB を用いて 4 つの医療機能等に

関して生態学的研究を行い、地域別の潜在的な課

題について検討する。

【課題 2・指標等を用いた実態の把握】 
医療介護突合分析を用いて抽出できる新たな

アウトカム指標も含めて、在宅医療提供体制の進

捗評価を行うための指標を用いた実態把握をす

る。

【課題 3・様々な在宅医療に関する情報収集】 
小児の在宅医療に関して現状把握および課題

抽出を行うとともに、様々な対象及び状況に対す

る在宅医療について、アドバンス・ケア・プラン

ニング（ACP）を含めて収集調査分析、及び文献

レビューを行う。
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これらの課題を研究期間 3 か年（令和 5 年度～

7 年度）で達成すべく、初年度の令和 5 年度にお

いては、次の課題のもと研究を実施した。 
 
【課題 1・地域別の課題の検討】 
茨城県における訪問看護、訪問診療に関する地

域差の検討として以下の研究を行った。 
研究１茨城県の医療介護レセプト突合分析デ

ータを用いた訪問診療と訪問看護を受ける患者

の市町村別の在宅医療受療状況の検討 
また、全国訪問看護の実態調査の結果から、事

業所規模や経営状況に関する検討として以下の

２つの研究を行った。 
研究２訪問看護ステーションの規模別にみた

訪問看護提供体制や教育・研修体制：全国調査デ

ータの二次分析 
研究３訪問看護ステーションの損益と関連要

因：全国調査データの二次分析 
 
【課題 2・指標等を用いた実態の把握】 
全国訪問看護の実態調査の結果および自治体

の医療介護突合レセプトデータおよびを用いて、

以下の研究を行った。 
研究４訪問看護ステーションのアウトカム評

価：全国調査データの二次分析 
研究５茨城県の医療介護レセプト突合データ

分析を用いた訪問診療、訪問看護を受ける患者の

在宅医療の 4つの医療機能の指標に関する実態把

握と検討 
研究６自治体の医療介護突合データを用いた

訪問薬剤管理についての検討 
研究７口腔・栄養・リハビリテーションに関す

る訪問系サービスの一体的提供に関する実態：自

治体の医療介護突合データを用いた検討 
 
【課題 3・様々な在宅医療に関する情報収集】 
令和 5年度は小児の在宅医療に関してレセプト

データを用いた分析およびヒアリング調査を行

った。 

研究８レセプトデータを用いた、本邦の医療的

ケア児を含めた小児の在宅医療の利用実態につ

いての現状把握 
研究９医療的ケア児に対する在宅医療の実態

把握、茨城県内の関係諸機関に対する聞き取り調

査 
B. 研究方法 

研究１茨城県の医療介護レセプトデータを用

いて、要支援１以上の認定を受けた 65 歳以上の

在宅療養者のうち 2018 年 9 月に訪問看護または

訪問診療を受療している者を対象とした。対象者

を訪問看護と訪問診療受療群、訪問診療のみ受療

群、訪問看護のみ受療群の 3 群に分け、3 群の内

訳について市町村別に記述した。さらに、市町村

における 65 歳以上人口千人あたりの在宅療養支

援診療所数と訪問看護ステーション数の中央値

を基準に市町村を 4 つに分類し、4 つの地域分類

別に 65 歳以上人口千人あたりの訪問診療と訪問

看護の各群及び合計の人数の中央値を記述した。 
 研究２全国の訪問看護ステーションの管理者

を対象に 2020 年 2–3 月に実施した自記式質問紙

調査データ（有効回答数 179 件）を使用した。常

勤換算看護職員数を「5 人未満」「5–9 人」「10 人

以上」の 3 群にわけ、訪問看護ステーションの職

員体制、サービス提供内容（加算等の届出状況）、

看護職員への教育・研修体制、経営状況、利用者

の転帰について常勤換算看護職員数別の記述統

計量を算出した。 
研究３研究２と同じデータを用いて 2018 年度

における事業所の損益（赤字・黒字）を従属変数

とし、事業所特性に関する変数との関連を多重ロ

ジスティック回帰分析により検討した。 
研究４研究２と同じデータを用いた。「退院後

30 日以内に医療機関への予定外の再入院をした

割合」、「医療機関の救急外来の受診割合」、「医療

機関への予定外の入院割合」、「在宅死亡割合」、

「患者の機能改善による訪問看護契約終了割合」

の 5 つのアウトカムについて、記述統計量を算出

した。再入院割合、在宅死亡割合、機能改善によ

る訪問看護契約終了割合については、事業所特性

- 2 -



との関連について、多重ロジスティック回帰分析

を行った。 
 研究５研究１と同じデータおよび対象者を用

いた。対象者を訪問診療と訪問看護両方受療群、

訪問診療のみ受療群、訪問看護のみ受療群の 3 群

に分け、個人属性や４つの医療機能（[1]退院支援、

[2]日常の療養支援、[3]急変時の対応、[4]看取り）

に関する各指標について記述した。アウトカムと

して 2018 年 10 月–2019 年 3 月における全入院、

再入院、時間外受診、往診、在宅での看取り等の

記述を行い、各アウトカムについて多変量解析を

実施した。 
 研究６茨城県つくば市の医療介護レセプトデ

ータを用いて、2014 年度–2018 年度に薬剤師に

よる訪問薬剤管理指導（医療保険）や居宅療養管

理指導（介護保険）（以下、訪問薬剤管理指導等）

を受けた患者について[1]年度ごとの患者数の推

移の記述、[2]各年度 3 月時点で訪問薬剤管理を受

けていた患者の特徴の記述、[3]各年度 3 月時点で

訪問薬剤管理を受けていた患者が使用していた

薬局数と訪問薬剤の届け出が行われていた薬局

の数の比較を行った。 
 研究７茨城県つくば市の医療介護レセプトデ

ータを用いて、2018 年 10 月の１か月間の訪問栄

養食事指導、訪問歯科診療（歯科と歯科衛生士両

方含む）、訪問リハビリテーションを受けている

患者の数および特徴について記述した。また、居

住場所別のそれぞれの実施割合を比較した。最後

に「口腔・栄養・リハビリテーションの一体的提

供」の一体的提供が行われている患者の数を記述

した。 
 研究８株式会社 JMDC が保有する雇用者保険

の医療レセプトデータを用いた。2017 年–2020 年 
に在宅医療が提供された 18 歳未満の患者をすべ

て抽出した。各患者を、病名および処置コードか

ら「基礎疾患なし」「基礎疾患あるが医療デバイ

ス依存ではない（非 TD 児）」「医療デバイス依

存児（TD 児）」の 3 群に分類した。各群の患者

における訪問診療、往診をはじめとした在宅医療

について、利用割合、利用総数に占める割合につ

いて記述した。 
研究９茨城県内の 4 つの関係機関（医療的ケア

児保護者の当事者団体・会長、小児専門医療機関・

ソーシャルワーカー、在宅支援診療所・院長、市

役所・障害福祉課・医療的ケア児担当者）から小

児の在宅医療に関する意見についてヒアリング

を行った。 
 

C. 研究結果 
研究１市町村によって、訪問看護と訪問診療両

方受療群の割合は 12.3–46.0%、訪問診療のみ受

療群の割合は 2.8–48.0%、訪問看護のみ受療群の

割合は 25.5–79.0％とばらつきを認めた。4 つの

地域分類別の 65 歳以上人口千人あたり訪問診療

と訪問看護の各群の人数の中央値については、在

宅療養支援診療所数と訪問看護ステーション数

のどちらも多い地域では 3 群の合計が最も多く、

どちらも少ない地域では少なかった。在宅療養支

援診療所数と訪問看護ステーション数のどちら

かが多い地域で比べると、訪問看護ステーション

数のみが多い地域では、在宅療養支援診療所数の

みが多い地域に比べて訪問診療と訪問看護受療

群の人数および 3 群の合計の人数が多かった。 
研究２訪問看護ステーションの規模が大きい

ほど、対応体制や教育・研修体制、利用者の転帰

がよい結果が得られていた。一方、規模が大きい

ことは赤字経営や非常勤看護職員の割合が多く

なるという結果も示された。 
 研究３訪問看護事業所の損益は、「10%以上の

赤字」が 17 件（11.6%）、「10%未満の赤字」が 18
件（11.6%）、「10%未満の黒字」が 62 件（40.0%）、

「10%以上の黒字」が 36 件（23.2%）であった。

一方、「損益を把握していない」と回答した事業所

が 22 件（14.2%）あった。多変量解析の結果、「看

護職員常勤換算数が多い（調整済オッズ比：

95%CI 1.287：1.060–1.682）」「看護職員常勤換算

1 人当たりの訪問件数が多い（1.031：1.009–
1.058）」、「ターミナルケア関連の報酬算定利用者

割合が高い（1.265：1.035–1.671）」事業所が黒字

経営に有意に関連していた。 

- 3 -



 研究４予定外の再入院をした利用者割合の中

央値は 14.3%、救急外来を受診した利用者割合の

中央値は 1.7%、医療機関に予定外の入院をした利

用者割合の中央値は 2.5%、在宅死亡した利用者割

合の中央値は 50.0%、機能改善による契約終了者

割合の中央値は 8.0%であった。多変量解析の結

果、再入院割合では、「事業所継続年数が長い」、

「医療保険利用者割合が低い」「退院時共同指導

加算の届出をしていない」事業所は再入院割合が

有意に高かった。在宅死亡割合では、「事業所継続

年数が短い」、「常勤換算看護職員数が多い」、「要

介護 3 以上の利用者割合が高い」事業所は在宅死

亡割合が有意に高かった。機能改善割合は、「事業

所継続年数が長い」「リハビリテーション職員の

割合が多い」「要介護 3 以上利用者割合が多い」

事業所ほど機能改善割合が有意に高かった。 
 研究５訪問看護のみ受療群では比較的要介護

度が低い一方、訪問診療と訪問看護受療群では要

介護度が高く、医療処置のある割合も多かった。

日常の療養で利用する医療及び介護サービスに

ついては 3 群でばらつきがあり、訪問診療と訪問

看護受療群では訪問入浴や福祉用具の利用割合、

訪問診療のみ受療群では通所介護の利用割合が

多かった。過去に入院のあった者における退院支

援に関連した診療報酬の算定は、すべての受療群

で約 1 割程度と少なかった。各アウトカムについ

ての多変量解析の結果、訪問診療と訪問看護受療

群に比べて訪問診療のみ受療群と訪問看護のみ

受療群で全入院のオッズ比が高く、往診、時間外

受診、在宅看取りのオッズ比が低かった。また、

訪問看護のみ受療群では再入院のオッズ比が高

かった。 
 研究６訪問薬剤管理指導を受けた者は 2018 年

度で 2014 年度と比べて 1.5 倍であり、年齢や要

介護度で調整を行うと 2018 年度は 2014 年度の

1.7 倍となった。訪問薬剤管理指導を受けた者の

うち 65 歳以上の者が 90%前後を占め、障害高齢

者自立度 A1–A2 の者、認知症高齢者 IIb–IIIa の

者がそれぞれ 50%前後を占めていた。有料老人ホ

ーム・グループホーム入居者は全体の 40–50%だ

った。また、届け出ている薬局のうち実際に訪問

薬剤管理指導を行っていたのは 48.3–63.2%であ

った。 
 研究７2018年 10月の１か月間の患者数は訪問

リハビリテーション：243 人、訪問歯科診療：527
人であり、訪問栄養食事指導を受けている患者は

いなかった。訪問リハビリテーションは居宅療養

者が多いのに対して、訪問歯科診療は施設入居者

が多かった。訪問リハビリテーションを受けてい

る患者の中で訪問歯科診療を受けているのは 8％、

訪問歯科診療を受けている患者のうち訪問リハ

ビリテーションを受けているのは 4％程度と少な

かった。訪問リハビリテーションと訪問歯科診療

を両方受けていた患者は 20 人であり、内訳とし

ては居宅で訪問診療や訪問看護を受けており、介

護度が重度な患者が多かった。 
 研究８「基礎疾患なし」「基礎疾患あるが医療デ

バイス依存ではない（非 TD 児）」「医療デバイス

依存児（TD 児）」の各群でそれぞれ 15,258 名、

5,795 名、2,680 名が抽出された。往診は総数

14,218 回のうち、10,034 回を基礎疾患なしの児

が利用していた。訪問診療は総数 23,173 回のう

ち 21,387 回を TD 児が利用していたが、TD 児全

体からみると訪問診療の利用は 15.9％に留まっ

た。 
研究９各ヒアリング内容から、医療的ケア児に

対する在宅医療は総論としては不足しているが、

数の不足というよりも、そもそもニーズが成人対

象の在宅医療と異なる可能性が示唆された。特に

急変時対応、看取りに関する部分で大きなギャッ

プがあることが明らかになった。 
 

D. 考察 
【課題 1・地域別の課題の検討】 
研究１からは、在宅医療受療状況は地域によっ

てばらつきが大きく、そのばらつきは地域におけ

る訪問診療や訪問看護の資源分布と関連してい

ることが示唆された。また、訪問看護のリソース

が多ければ訪問診療や訪問看護が提供される患

者が多くなる可能性が示唆された。 
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研究２，３では、どのような訪問看護ステーシ

ョンがより効果的であるかという点に着目して

検討を行った。本研究からは、訪問看護ステーシ

ョンの事業者規模が大きいほど、対応体制や教

育・研修体制、利用者の転帰がよい結果が得られ

たことから大規模化の推進はサービスの質向上

に寄与する可能性が示唆された。また、ターミナ

ルケア関連の報酬が黒字経営と関連していたこ

と等に関しては、近年の報酬改定の影響によるも

のと考えられる。訪問看護と訪問診療が円滑に連

携して効果的な在宅医療を提供するためには経

営の安定化も重要な要素であり、今後の訪問看護

ニーズの予測と報酬改定に対する柔軟な対応が

求められるといえる。 
在宅医療提供体制の充実に向けた地域別の課

題については、今後 NDB・介護 DB 等を用いた

より詳細な分析を実施する必要性があると考え

られた。 
 
【課題 2・指標等を用いた実態の把握】 

研究４，５では在宅医療を受ける患者の「アウト

カム」を含めた現状把握を行った。現在厚生労働

省は在宅医療に求められる機能として、1)退院支

援、2)日常療養支援、3)急変時の対応、4)看取りの

4 つの機能を挙げており、それぞれの指標を定め

ているが、これらの指標は主にストラクチャーと

プロセスに関する指標であり、アウトカム指標は

乏しい 1）。本研究では現在掲げられている指標例

1）に加えて訪問診療、訪問看護のいくつかのアウ

トカム指標について解析を行った。研究４では

「再入院割合」、「在宅死亡割合」、「機能改善割合」

のアウトカムに関して検討を行ったところ、アウ

トカムごとに事業所特性が異なっていることが

明らかになった。つまり、利用者に適した訪問看

護ステーションの選択や質を向上させていくた

めには、「ストラクチャー」「プロセス」だけでな

く、「アウトカム」情報が必要であることを示唆し

ており、今後レセプトデータ等を用いて訪問看護

のアウトカムについてさらに検討する必要があ

ると考えられた。研究５では訪問診療、訪問看護

を受ける患者の特性や、再入院、全入院、時間外

受診、往診、在宅での看取り等のアウトカムにつ

いて検討した。この結果、訪問看護と訪問診療の

利用パターン別に患者属性や利用している医療・

介護のサービス内容が異なり、訪問診療と訪問看

護受療群で最も医療や介護のニーズが高い患者

の割合が高いことが明らかになった。また、急変

時の対応と在宅看取りについては、訪問看護によ

る対応に加えて往診の果たす役割が大きいと考

えられ、急変のリスクが高いと考えられる患者に

おいては訪問診療と訪問看護の双方の導入を早

期に検討する必要性が示唆された。今後 NDB・介

護 DB でもこれらのアウトカムを含めた実態把握

をすることで、地域の実情に応じた在宅医療提供

体制構築に役立てられると考える。 
 研究６，７では医師、看護師以外の職種の在宅

医療への関わりについて実態把握に基づく検討

を行った。本研究の結果から、訪問薬剤管理を受

ける患者数は増えているものの、在宅医療におけ

る「口腔・栄養・リハビリテーションの一体的提

供」はまだ提供量が少ない状況であることが示さ

れた。また、訪問薬剤に関しては、運動機能があ

る程度保たれていながら認知機能低下および行

動異常や易怒性といった認知症の周辺症状に対

しての見守り・介助に費やす時間を多く必要とす

る者で特に需要が高い可能性、「口腔・栄養・リ

ハビリの一体的提供」に対しては要介護度が重度

である居宅療養者において需要が高い可能性が

示唆され、医療介護従事者および保健衛生関係者

は患者家族のニーズに応じて適切なサービスを

提供できるよう留意するべきと考えられる。なお、

訪問薬剤管理の算定を届け出ている薬局の数と

実際に応需している薬局の数に差がある原因や

居宅療養者に対する訪問歯科診療が少ない原因

については今後さらに検討する必要性が示唆さ

れた。 
 
【課題 3・様々な在宅医療に関する情報収集】 
本年度は小児の在宅医療に関してレセプトデ

ータによる実態把握とヒアリングを行った。レセ
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プトデータの解析結果からは、訪問診療はほとん

どが、より重症な TD 児に利用されている一方、

TD 児全体からみると利用者の割合は 15.9％に留

まった。ニーズはあっても利用できない状況なの

か、あるいは TD児（および保護者）が訪問診療を

望まない理由があるのか、今後さらなる調査必要

である。往診はほとんどが基礎疾患なしの児によ

る単回の利用であり、TD 児において訪問診療な

しでの往診利用はほとんど受けることができて

いないことが明らかになった。平時からの訪問診

療を導入できる TD 児が増えるのが理想的だが、

平時からの訪問診療の利用がなくても、かかりつ

け医療機関によるオンライン診療の導入や、往診

担当医療機関とかかりつけ医療機関の連携など

により状態悪化時の往診利用が可能となるよう

整備することが望ましいと考えられた。 
ヒアリング調査の結果からは、医療的ケア児に

在宅医療のアンメットニーズが存在する一方で、

成人・高齢者医療を中心に広く提供されている在

宅医療と、医療的ケア児に求められている在宅医

療の性質は異なる部分があるということが伺え

る。現行のまま、加算などの増設で小児への在宅

医療資源の介入を進めようとしても、この隔たり

は埋めることは難しい可能性があり、医療関係

者・保護者双方が同じ目線にたって、ケアプラン

や長期方針の話し合いができるようになるため

の生命予後等に関するエビデンスの構築、知識の

普及啓発が必要であると考えられた。 
 

E. 結論 
本研究班においては、第 8 次医療計画の見直し

に向けた在宅医療の課題や指標例等を検討する

ための基礎資料を得ることを目的とし、令和 5 年

度は、自治体や企業が保有するレセプトデータや

全国訪問看護ステーションへの質問紙調査を用

いた 8件の分析的研究と 1 件の小児在宅医療に関

するヒアリング調査を実施した。その結果、訪問

看護、訪問診療、訪問薬剤、訪問歯科診療、訪問

リハビリテーション、訪問栄養食事指導、小児へ

の在宅医療等の様々な在宅医療に関する実態把

握を行うことで、患者のニーズに応じた在宅医療

サービスの提供や今後の課題の検討につなげる

ことができた。地域別の課題の検討に関しては、

本研究で使用した指標等をもとに、NDB・介護

DB 等により生態学的研究を行い、さらに検討を

進めていく必要があると考えられた。 
 

F. 健康危険情報 
なし 
 

G. 研究発表 
１．論文発表 なし 
２．学会発表 なし 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
１．特許取得 

なし    
２．実用新案登録 

なし 
３．その他 

なし  
 
参考文献 
1) 厚生労働省. 第 2 回在宅医療及び医療・介護

連携に関するワーキンググループ資料. p.38. 
2022.3.9. 
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/0
00911334.pdf 
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	常勤換算看護職員数を「5人未満」「5～9人」「10人以上」の３群にわけ、訪問看護ステーションの職員体制、サービス提供内容（加算等の届出状況）、看護職員への教育・研修体制、経営状況、利用者の転帰について常勤換算看護職員数別の記述統計量を算出した。
	本研究は東京医科歯科大学医学部倫理審査委員会の承認を得て実施した(承認番号：M2019-273-02)。
	C．研究結果
	調査票の回収は179件（回収率9％）であり、開設基準を満たさない看護職員常勤換算数が2.5人未満の事業所を除外した162件を分析対象とした。
	訪問看護ステーションの職員体制を表1に示す。看護職員実人数の中央値は6.0人、看護職員常勤換算数の中央値は4.2人であり、看護職員常勤換算5人未満の訪問看護ステーションは94件（58.0％）、5～9人は57件（35.2％）、10人以上は11件（6.8％）であった。
	訪問看護ステーションの職員体制、サービス提供内容（加算等の届出状況）、看護職員への教育・研修体制、経営状況、利用者の転帰について、常勤換算看護職員数（「5人未満」「5～9人」「10人以上」の３群）別の記述統計の結果は、表2～表7に示すとおりであった。
	職員体制では、規模が大きくなるほど、常勤看護職員の割合が少なく、経験年数10年以上の看護職員の割合が多かった。訪問看護従事者に占めるリハビリ職の割合も規模が大きくなるほど多かった（表1）
	利用者の対応体制については、規模が大きいほど65歳以上の利用者の割合は少なくなる一方、医療保険利用者の割合、特別管理加算の状態の利用者の割合は多くなる傾向がみられた。また、人工呼吸器を装着している患者の新規の訪問看護依頼があった場合に即日に対応できる体制を常に整えているかについては、10人以上では81.8％がはいと回答していたが、5人未満では43.1％であった。終末期患者の新規の訪問看護依頼があった場合に即日に対応できる体制を常に整えているかについては10人以上では91.0％であるが、5人未満では...
	介護報酬・診療報酬の加算の届出状況については、概ね規模が大きいほど届出を行っている傾向がみられた（表4）。
	教育・研修の実施状況については、内部研修、外部研修ともに規模が大きくなるほど実施していた。研修に関する困難感は規模が大きくなるほどないと回答する割合が多かった（表5）。
	経営状況はマイナス10％以上の赤字は規模が大きくなるほど割合が多かった。一方、5人未満では経営（損益）を把握していないと回答した事業所が多かった。
	利用者の転帰については、退院後30日以内に医療機関に予定外の再入院をした割合、救急外来を受診した利用者の割合、予定外の入院をした利用者の割合は規模が大きくなるほど少なかった。在宅死亡した利用者の割合、機能改善による利用終了者の割合は規模が大きくなるほど多かった。
	D．考察
	全国調査データを用い、訪問看護ステーションの常勤換算看護職員数別に、職員体制、サービス提供内容（加算等の届出状況）、看護職員への教育・研修体制、経営状況、利用者の転帰の記述統計を算出した。その結果、経営状況を除き、訪問看護ステーションの事業者規模が大きいほど対応体制や教育・研修体制、利用者の転帰がよい結果が得られており、大規模化の推進はサービスの質向上に寄与する可能性が示唆された。
	一方、事業者規模が大きいほど、赤字経営や非常勤看護職員の割合が多くなるという結果が示された。規模の拡大と職員の退職率の高さと関連することを示した研究もあり5）、規模を拡大する過程においては、収益状況の変化やサービスの質を損なう可能性を秘めている。綿密な計画を立てた上での規模拡大が必要である。
	最後に、本研究での限界でもあるが、サテライトを考慮した分析ができていない。近年、機能強化型や体制強化加算など事業者規模が算定要件にある診療報酬・介護報酬の高い点数・単位数や加算が可能になることから、本体と一体的に運営できるサテライト拠点で訪問看護を展開する企業が増えてきている。サテライトは、介護報酬・診療報酬の請求業務などの事務作業を本体事業所に集約することで訪問看護ステーションの効率的な運営が可能になる。一時的な人員不足の場合などに、本体とサテライト拠点の間で人員を融通しやすい等の利点もあるとい...
	一方、サテライトにリハビリ職のみを置いているところや、本体では24時間体制加算を届け出ているがサテライトでは24時間対応をしていない、在宅での看取りを行っていない等、訪問看護ステーション全体としての規模が大きいものの、サテライトのサービスの質を懸念する声が近年、多く聞かれる。こうした利益追求の行動が、実質的なサービスの質の低下につながる可能性があるため、訪問看護ステーションの大規模化の検討にあたっては、サテライトを含めた訪問看護ステーションの看護職員数のみに着目するだけでなく、サテライトのサービス...
	E．結論
	全国調査データを用い、訪問看護ステーションの常勤換算看護職員数別に、職員体制、サービス提供内容（加算等の届出状況）、看護職員への教育・研修体制、経営状況、利用者の転帰の記述統計を算出した。
	規模の大きさはサービスの質と関係しており、大規模化の推進はサービスの質を向上させることにつながっている可能性がうかがわれる一方、経営の安定化や非常勤看護職員数が多いことから職員の離職等につながることにより、サービスの質を損なう可能性も秘めている可能性が示唆された。
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	A. 研究目的
	在宅医療が世界で進んでいる。とりわけ、日本は世界で最も高い高齢化率であり1)、2025年は団塊の世代が75歳以上となる年である。そのため、今後は医療・介護の需要がさらに増加することが見込まれている。また、2021年度の調査では、高齢者の半数以上が在宅療養を希望していることが報告されている2)。このような背景から、日本では地域包括ケアシステムを構築し、在宅医療・介護の提供を行うことを推進している。このシステムにおいて、医療保険と介護保険の両者に適応ができ、かつ重症者や終末期ケアを可能とする訪問看護の...
	しかし、必ずしも訪問看護ステーションの経営は安定しているとはいえない。2012年の調査では、黒字の事業所は全体の44.6%、赤字は18.5%であった3)。2016年の調査では、黒字の事業所は全体の45.2%、赤字は21.6%であり4)、赤字経営の事業所が一定割合存在している。さらに、令和4年度の介護事業経営概況調査では、訪問看護サービスの前年度との収支差率は1.9%減であったことが報告されている5)。
	訪問看護ステーション数は年々増加しているが、廃止数は一定数存在する6-8)。事業所の閉鎖要因は開設年数によって様々であるが9)、先行研究で示された要因により、経営状態の悪化が背景として考えられる。訪問看護の需要は増加しているが、経営の悪化は訪問看護の供給量が減少することにつながる。そのため、事業所の損益に関連する要因を明らかにし、経営の安定化を図ることは、政策的に取り組むべき重要課題である。
	先行研究によると、訪問看護事業所の黒字に関連する要因として、看護職員常勤換算数の多いこと3,4)、利用者数が多いこと3)、看護職員1人1日平均訪問回数が多いこと4)が挙げられている。また、リハビリ職を雇用していることや全職員に占めるリハビリ職の割合が多いことが、安定に比して赤字経営になりにくいという結果が示されている3)。さらに、リハビリ職の訪問件数が多いほど収益が高くなるといった研究結果もあり10)、リハビリ職の雇用が損益に影響を与えることが示唆される。しかし、それらはいずれも2018年度の診療...
	そこで本研究では、2018年度以降の訪問看護事業所の損益ならびに損益に関連する要因を明らかにすることとした。本研究の成果は、訪問看護事業所の経営の安定化ならびに訪問看護サービスの供給量の確保にむけた検討を行う上で重要な示唆を与える研究となることが期待される。
	B．研究方法
	1.研究デザイン
	本研究は、以下の全国調査データを用いた横断研究である。
	2.使用データ
	介護サービス情報公表システム（2018年度調査分）に掲載されていた全国の訪問看護ステーション約10,000か所から、1）調査時点で事業を開始、2）保険医療機関である病院や診療所が「みなし指定」としてサービス提供をおこなっていない、3）訪問看護ステーションの開設基準を満たしている（看護職員常勤換算2.5人以上）の包含基準を満たす訪問看護ステーションを、都道府県別に層化無作為抽出した2,000か所の訪問看護ステーションの管理者を対象とし、郵送法による無記名自記式質問紙調査を2020年2月から3月に実施...
	3.変数
	1）訪問看護ステーションの損益
	訪問看護ステーションの損益は、2018年度の実績とし、「10%以上の赤字」「10%未満の赤字」「10%未満の黒字」「10%以上の黒字」「把握していない」の4区分を用いた。
	C．研究結果
	調査票の回収は179件（回収率9%）であった。開設基準を満たさない看護職員常勤換算数が2.5人未満の事業所を除外した162件を分析対象とした。回答した訪問看護事業所の開設年数は中央値7.3年、利用者総数は中央値60.0人、医療保険利用者割合は中央値27.0%であった。訪問看護職員常勤換算1人当たりの1ヵ月の訪問件数は63.7件であった。
	2018年度の訪問看護事業所の損益は、10%以上の赤字が17件（11.0%）、10%未満の赤字が18件（11.6%）であった。10%未満の黒字が62件（40.0%）、10%以上の黒字が36件（23.2%）であった。把握していない事業所は22件 （14.2%）であった。
	単変量解析の結果、訪問看護事業所の黒字に関連する要因は、開設年数が長いこと、利用者総数が多いこと、医療保険の利用者割合が高いこと、訪問看護師常勤換算１人当たりの訪問件数が多いこと、65歳未満の利用者割合が高いこと、ターミナルケア加算または訪問看護ターミナルケア療養費算定の利用者割合が高いこと、看護師職員常勤換算数が多いこと、看護管理の困難感については「母体組織の中での発言力がある」と感じていること、「管理職手当等の経済的報酬は、職務に見合っている」と感じていること、「母体組織での自分の評価に満足...
	多変量解析の結果、「看護職員常勤換算数が多い（調整済オッズ比：95%CI 1.287：1.060–1.682)」、「看護職員常勤換算1人当たりの訪問件数が多い (1.031：1.009–1.058）」、「ターミナルケア関連の報酬算定利用者割合が高い (1.265：1.035–1.671）」事業所が黒字経営に有意に関連していた。
	D．考察
	2012年の全国調査では、1305件のうち黒字が582件（44.6%）、安定が380件（29.1%）であった3)。さらに2016年の全国調査では、黒字が214件（45.2%）、安定が157件（33.2%）であった4)。2つの先行研究では損益に「安定」の区分が入っているが、いずれも定義が明示されていない。そのため、本研究の損益との比較は困難である。しかし、介護事業経営調査の結果では、収支差率は2016年度が3.7%で、2018年度が4.2%と0.5%増加していたことから12,13)、先行研究に比べ、...
	今回の分析では経営損益を「把握していない」事業所が22件（14.2%）あった。回収率が低かったため過小評価の可能性があることを考慮すると、さらに事業所の損益を把握していない事業所の数は多い可能性がある。サブ解析の結果、開設主体が医療法人の事業所ほど損益を把握していなかったことや、先行研究では、訪問看護事業所において予算書作成や収支決算への関与は管理者が確認のみまたは全く関わっていないとする割合はどちらも6割を超えていたとの報告14)から、損益を把握していない事業所の多くは、母体の医療機関と一体で経...
	さらに、本研究では、ターミナルケア加算または訪問看護ターミナルケア療養費算定の利用者割合が高い事業所ほど黒字であること、リハビリ職員の雇用や配置割合と事業所の損益に関連が見られなかったことは特筆すべき点である。2018年度の診療報酬・介護報酬同時改定において、ターミナルケア加算の算定者数が多い事業所を評価する新たな区分の創設や訪問看護ステーションにおけるリハビリ職の訪問単価が下がり15)、看護職員とリハビリ職員が連携して訪問看護を実施することが明確化された16)。本結果は、こうした改定の影響を受け...
	最後に、看護職員常勤換算数が多い事業所ほど、訪問看護師常勤換算1人当たりの訪問件数が多い事業所ほど黒字であったという結果は、先行研究3,4)を支持する結果であった。一般的に事業規模の拡大は、単位当たりのサービスの生産に係る固定費用の減少により、生産性が高まるとされている。訪問看護は労働集約型産業であり、売り上げを増やすためには労働力が必要であることを示した結果といえる。さらに、訪問看護は訪問1回あたりの単価が決められており、1人当たりの訪問件数が多いほど収益につながることを反映した結果といえる。こ...
	本研究にはいくつか限界がある。まず、本研究で使用したデータは全国規模ではあるが、回収率が低いため、結果の一般化には留意が必要である。一方で、本調査データの開設主体別の割合8)や看護師常勤換算数は国の統計データと偏りは大きくなく、本結果への影響は大きくないと考える。また、今回使用した損益データは自己申告制のため実績を測定できていない。以上の限界はあるものの、本研究で得られた知見は、訪問看護事業所の経営の安定化を検討する上での重要な基礎データになりうると考える。

	E．結論
	訪問看護事業所における2018年度の損益は22.6%が赤字、63.2%が黒字、把握していない事業所が14.2%であった。黒字に関連した要因は、事業所が大規模であることと、ターミナルケア関連の報酬算定利用者割合が高い事業所であった一方、リハビリ職の割合の高さは黒字に関連せず、報酬改定の影響を受けている可能性が示唆された。
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	A. 研究目的
	日本では急速な人口の少子高齢化を背景に、入院医療から在宅医療へのシフトが進められ、より質の高い在宅医療の提供が求められている。在宅医療のニーズ拡大に伴い、近年、重要性が高まりその数を増やしているのが訪問看護ステーションである1)。
	訪問看護ステーションに関する情報の公表は、利用者が事業所を選択する上で重要な情報となる。日本においては、介護保険制度において介護サービスの情報公表が義務付けられており、事業所は当該サービスに関する情報を定期的に都道府県に報告している。その結果は厚生労働省が管轄する「介護サービス情報公表システム」において公表されている2）。しかし、公表されている情報は質の中でも「構造（ストラクチャー）」と「過程（プロセス）」に関するものであり、「アウトカム」に関する情報は公表されていない3）。
	一方、米国では、メディケアを適用する在宅ケア機関に対し、2000年からOutcome and Assessment Information Set (OASIS)を用いたアウトカム測定を義務付けている。OASIS は約100項目からなり、ケアの開始時点から60日毎に患者の状態をアセスメントし、2時点間の状態の変化でアウトカム測定がされている。さらに、利用者の視点からの評価指標として34項目からなる（Home Health Care Consumer Assessment of Healthcare...
	特に米国では、予定外の再入院や救急外来の受診、機能改善をアウトカムにした研究が報告されている。「予定外の再入院割合」は9.8–24.3％であり6-8)、熟練看護師の訪問回数が関連要因として示されている。また、「救急外来の受診割合」では関連要因として、人種や性別、ADLが関連することが明らかになっている9)。
	日本では、厚生労働省が在宅医療に求められる機能として、1)退院支援、2)日常療養支援、3)急変時の対応、4)看取りの4つの機能を挙げており10）、訪問看護ステーションは、増大する在宅医療ニーズの受け皿として、これら4つの機能をもつ機関の1つとして位置付けられるが、これらのアウトカムを評価した研究は限られる。その背景として、米国のOASISのような利用者アウトカムを集積するシステムがないことに加えて、日本の訪問看護ステーションは、1992年に寝たきりの高齢者に対する老人訪問看護制度から発展してきた歴...
	近年、政府が在宅での看取りを推進していることから、訪問看護ステーションの利用者の「在宅死亡割合」をアウトカム指標に用いた研究はいくつか報告されている。先行研究では、訪問看護ステーションの利用者の在宅看取り割合は32.5～47.2％と報告されている11-13)。在宅死亡割合に関連する要因では、事業所要因として、看護職員数が多いこと、看護職員数、患者数、ケアマネジメント事業所や介護保険施設との連携していること14)、医師の在宅看取り姿勢が積極的であること12）、在宅療養支援診療所との連携や主治医との双...
	そこで、本研究では、訪問看護ステーションにおける「退院後30日以内の予定外の再入院割合」、「救急外来の受診割合」、「予定外の入院割合」、「在宅死亡割合」「機能改善による訪問看護終了者の割合」と各アウトカムに関連する要因を明らかにすることを目的とした。
	B．研究方法
	1. 研究デザインと使用データ
	研究デザインは横断研究であり、2020年2月から3月に全国の訪問看護ステーションの管理者を対象として実施された無記名自記式質問紙調査データの二次分析を行った。
	本調査は、介護サービス情報公表システム（2018年度調査分）に掲載されていた全国の訪問看護ステーション約10,000か所のうち、1)調査時点で事業を開始、2)保険医療機関である病院や診療所が「みなし指定」としてサービス提供をおこなっていない、3)訪問看護ステーションの開設基準を満たしている（看護職員常勤換算2.5人以上）の包含基準を満たす訪問看護ステーションから、都道府県別に層化無作為抽出した2,000か所の訪問看護ステーションの管理者を研究対象に実施されたものである。宛名不明・休廃止等で未着分を...
	このうち、訪問看護ステーションの開設基準を満たさない看護師職員常勤換算数が2.5人未満を除外した162件を本研究の分析対象とした。
	2. 変数
	1)アウトカム変数
	CMSが公表しているHome Health Compareで用いられているアウトカム指標4)や先行研究、さらには厚生労働省が在宅医療の提供体制に求められる医療機能として提示している4つの機能10)等をもとに、以下のとおりアウトカム指標の選定ならびに各アウトカムの定義を設定した。
	(1) 退院後30日以内の予定外の再入院割合：2018年度利用開始前に医療機関に入院していた利用者のうち退院後30日以内に医療機関に予定外の再入院をした利用者の割合
	(2) 救急外来の受診割合：2018年度ののべ利用者のうち医療機関の救急外来（ER）を受診した利用者の割合
	(3) 予定外の入院割合：2018年度ののべ利用者のうち医療機関に予定外の入院(計画的入院を除く)をした利用者の割合
	(4) 在宅死亡割合：2018年度に死亡により利用終了した利用者のうち在宅死亡した利用者割合
	(5) 機能改善による訪問看護終了者の割合：2018年度に利用終了した利用者のうち機能改善による訪問看護契約終了者の割合
	2)説明変数
	説明変数は、先行文献をもとに、以下の変数を選定した。
	(1) 事業所特性：事業所継続年数、開設法人、訪問看護指示書を発行している医療機関数
	(2) 従事者特性：常勤換算看護職員数、常勤看護師割合、非常勤看護師割合、経験年数10年以上の看護職員割合、リハビリ職の割合、リハビリ職の有無
	(3) 利用者特性：65歳以上の利用者の割合、医療保険利用者割合、要介護3以上の割合、独居の利用者割合、特別管理加算の状態にある利用者割合、ターミナルケア加算/訪問看護ターミナルケア療養費算定者の有無、ターミナルケア加算/訪問看護ターミナルケア療養費算定者数割合
	3.分析方法
	5つのアウトカムについて、記述統計量を算出した。次に、単変量解析では、各アウトカム変数と説明変数との関連をχ2検定またはFisherの正確確率検定、Wilcoxonの順位和検定を用いて検討した。
	次に、欠損値が多かった「救急外来の受診割合」「予定外の入院割合」を除く、「再入院割合」「在宅死亡割合」「機能改善による訪問看護契約終了者割合」をアウトカム変数とし、多重ロジスティック回帰分析により各アウトカムとの関連要因を特定した。すべての解析にはSAS ver9.4を使用し、有意水準は両側5％とした。
	本研究は東京医科歯科大学医学部倫理審査委員会の承認を得て実施した(承認番号：M2019-273-02)。
	C．研究結果
	1．訪問看護ステーションの概要
	分析対象となった訪問看護ステーションの開設主体は、営利法人が82件（50.9％）、医療法人が37件(22.984％)、常勤換算看護職員数の中央値は4.2人、経験年数10年以上の看護職員割合の中央値は27.34％、65歳以上の利用者の割合の中央値は89.4％、要介護3以上の利用者の割合の中央値は41.7％、医療保険利用者割合の中央値は27.0％であった。
	2.訪問看護ステーションのアウトカム
	「退院後30日以内に医療機関への予定外の再入院をした利用者割合」の中央値は14.3％、「ERを受診した利用者割合」の中央値は1.7％、「予定外の入院をした利用者割合」の中央値は2.5％、「在宅死亡した利用者割合」の中央値は50.0％、「患者の機能改善による契約終了者割合」の中央値は8.0％であった。
	3.訪問看護ステーションのアウトカムに関連する要因
	単変量分析の結果、「再入院割合」が高いことは、「65歳以上の利用者の割合が90.0%以上」であることと有意に関連していた。「ERを受診した利用者割合」が高いことは、「医療保険利用者割合が27.0%未満」であること、「在宅死亡割合」が高いことは、「経験年数10年以上の看護職員割合が27.3%未満」「要介護3以上の割合が41.7%以上」「ターミナルケア加算/訪問看護ターミナルケア療養費算定者がいる」ことと有意に関連していた。一方、「予定外の入院をした利用者割合」ならびに「機能改善による利用終了者割合」...
	ロジスティック解析の結果、「再入院割合」は「事業所継続年数が長い」、「医療保険利用者割合が低い」「退院時共同指導加算を届け出ていない」事業所ほど有意に高かった。「在宅死亡割合」は、「事業所継続年数が短い」、「常勤換算看護職員数が多い」、「要介護3以上の利用者割合が高い」事業所ほど有意に高かった。「機能改善割合」は、「事業所継続年数が長い」、「リハビリ職員の割合が多い」「要介護3以上の利用者の割合が多い」事業所ほど、有意に割合が高かった。
	D．考察
	本研究では、全国規模の調査データを用い、訪問看護ステーションのアウトカムとして、5つの指標の利用者割合を明らかにした。さらに、「再入院割合」、「在宅死亡割合」「機能改善割合」については多変量解析により関連要因を特定した。
	退院後30日以内の再入院割合は中央値で14.3％であった。ただし、退院後30日以内の再入院割合の分母である「利用開始前に医療機関に入院していた利用者数」は中央値で10人と少く、割合の違いで質の優劣を評価することは難しい。多変量解析の結果、事業所継続年数の長さが再入院割合の高さと有意に関連していた理由として、継続年数が長い訪問看護ステーションほど退院直後の患者の受け入れを行っている可能性が考えられた。退院直後に在宅医療に移行する患者は医療ニーズや重症者も多く、結果的として再入院する利用者割合も高くな...
	在宅死亡割合は中央値で50.0％であり、2009年に調査した先行研究の結果である平均32.5％13）を上回っていた。これは訪問看護ステーションでの在宅看取りが推進されていることを示唆しているかもしれない。さらに、事業所の規模が大きい、要介護度が高い利用者を多く受け入れている事業所ほど在宅死亡割合が高いという結果が示された。常勤換算職員数の多さは先行研究14）の結果を支持するものであった。一方、開設年数が短い事業所ほど在宅死亡割合が高かったという結果は、在宅看取りに力を入れている事業所の新規開設が増...
	機能改善による訪問看護契約終了者割合は中央値で8.0％であった。訪問看護利用者は3～5の高要介護度者割合が高く、機能改善が困難であることが影響している可能性があるが、訪問看護は利用者の機能改善にはあまり貢献できていないともいえる。機能改善による訪問看護契約終了者割合は、「事業所継続年数が長い」が関連していた。継続年数が長い訪問看護ステーションほど利用者の機能改善による訪問看護終了者が多かったことは、機能改善を目指した訪問看護が提供されている成果を示す結果といえる。
	事業者規模や事業継続年数、開設法人、加算の算定状況が訪問看護ステーションの利用者アウトカムに関連することが明らかになった。
	本研究にはいくつかの限界がある。まず、本研究で使用した調査データの回収率が低かった。そのため、本結果の一般化には注意が必要である。しかし、同年の統計データによると、医療法人の割合は23.8％、平均常勤換算数は4.2人と本研究結果と偏りは大きくないと思われる。2つ目に、本結果のアウトカムは自記式質問紙調査で得られたものであり、利用者のデータベースから算出したものではない。それゆえ、過小評価されている可能性を考慮して扱う必要がある。最後に、日本の訪問看護ステーションは小規模の事業者が多く、訪問看護ステ...
	これらの限界はあるものの、訪問看護におけるアウトカムに関する利用者データを集積する環境が整っていない中で、近年の在宅医療ニーズを踏まえた訪問看護ステーションのアウトカムとその関連要因を明らかにした貴重な研究といえる。
	E．結論
	予定外の再入院をした利用者割合の中央値は14.3%、救急外来を受診した利用者割合の中央値は1.7%、医療機関に予定外の入院をした利用者割合の中央値は2.5%、在宅死亡した利用者割合の中央値は50.0%、機能改善による契約終了者割合の中央値は8.0%であった。さらに、アウトカムごとに事業所特性が異なっていることが明らかになった。このことは、利用者に適した訪問看護ステーションの選択や質を向上させていくためには、「ストラクチャー」「プロセス」だけでなく、「アウトカム」情報が必要であることを示唆している。...
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	A. 研究目的
	我が国の在宅医療の需要は今後も増加することが見込まれており、地域の実情に応じた在宅医療提供体制構築が重要となる1。在宅療養する患者の予後は在宅療養者の個人属性や、利用する医療および介護のサービス内容によって異なる可能性があるが、その実態は明らかでない。本研究では、訪問診療または訪問看護の受療者において、訪問診療と訪問看護の利用パターン別に在宅医療提供体制に求められる4つの医療機能（退院支援、日常の療養支援、急変時の対応、看取り）の実態と予後を明らかにすることを目的とした。

	B．研究方法
	[3] 急変時の対応
	 病院への入院後の死亡（医科のレセプト種別が入院またはDPCかつ、転帰が死亡の場合）
	C．研究結果
	分析対象者は7,935人であり、訪問看護と訪問診療受療群は2,129人（26.8%）、訪問診療のみ受療群は1,483人(18.7%）、訪問看護のみ受療群は4,323人（54.5%）と訪問看護のみ利用する者が半数以上を占めていた。訪問診療及び訪問看護のサービスの利用パターン別の患者の特徴を表1 と図1~2に示す。
	[3] 急変時の対応
	結果を表4、図6に示す。訪問診療と訪問看護の受療群で時間外の外来受診、全時間帯の往診、時間外の往診の割合が他の2群より多く、全ての原因による入院、ACSCsによる入院の割合は訪問看護のみ受療群で最も多かった。ACSCsの内訳として、全ての群でうっ血性心不全が最も多かった（補足表3）。全ての原因による入院をアウトカムとした多変量解析の結果、訪問診療と訪問看護受療群と比べて、訪問看護のみ受療群で入院のオッズ比が高かった。時間外の外来受診、全時間帯の往診、時間外の往診をそれぞれアウトカムとした多変量解析...
	結果を表5、図7に示す。対象者のうち、追跡期間中に医療保険の資格喪失があった者は12.5% （989/7,935）であった。追跡期間中に資格喪失があった者の割合（18.6%）及び、資格喪失した者に占める在宅看取りの割合（51.0%）は訪問診療と訪問看護受療群で最も高かった。一方で、資格喪失した者に占める病院入院後の死亡の割合は、訪問看護のみ受療群で59.6%と最も高かった。さらに、在宅での看取りをアウトカムとした多変量解析の結果、訪問診療と訪問看護受療群に比べて、訪問診療のみ受療群及び訪問看護のみ...
	D．考察
	専門職による訪問での療養管理については、３群で差を認めた。薬剤師による療養管理指導は、訪問看護のみ受療群以外では要介護度が2以下の者において訪問が多く、療養者本人に対する自己管理のための指導が多く行われている可能性が示唆された。一方で、訪問看護のみ受療群で薬剤師による訪問がほとんど実施されておらず、訪問診療の有無によって実施に差が生じる可能性が示唆された。具体的には、訪問看護のみ受療群の患者の主治医とそれ以外の群の主治医の間で在宅における各種のサービスに対する認識の差があり、サービス利用に影響して...
	介護サービスについては、訪問診療のみ受療群で約半数が通所介護を利用していることから、支援があれば通院が可能である者も含まれている可能性が考えられた。一方で、認知症の有病割合が高いこと、短期入所の利用割合が他の群よりも高いことから介護負担が大きいサブグループが存在している可能性も考えられる。さらに、要介護度のばらつきが大きく、多様なニーズを有する患者が含まれていると考えられ、患者のニーズに応じたサービスの提案がなされているか、また、サービス利用を阻害する要因がないか検討する必要性が示唆された。
	[3] 急変時の対応
	多変量解析の結果、訪問診療と訪問看護受療群では時間外受診や往診のオッズ比が高く、全入院のオッズ比は他の2群と比べて低かった。また、在宅看取りに伴う往診や在宅看取りによる入院への影響の影響を考慮するために資格喪失した者（ほとんどが死亡と考えられる）を除外した感度分析も実施したが、主解析とほぼ同様の結果であった。先行研究では悪性腫瘍、在宅酸素療法、要介護度4–5の患者の頻回往診リスクが高いことが報告されており11、訪問診療と訪問看護のみ受療群では往診のニーズが高いと考えられ、往診のみでは十分に対応しき...
	訪問看護のみ受療群では、多変量解析においても訪問診療と訪問看護受療群と比べて入院のオッズ比が高く、往診のオッズ比が低かったことから、往診を利用しづらい体制にあること急変時の対応を困難にし、入院の多さにつながっている可能性が示唆された。入院のリスクが高い患者においては、必要時に往診が利用できるよう訪問診療の導入を早期に検討する必要性が示唆された。
	訪問診療と訪問看護受療群では、半年の追跡期間内に2割程度と高い割合で資格喪失を認め、そのうち約半数は在宅看取りに関連する加算の算定があった。また、在宅での看取りをアウトカムとした多変量解析でも他の2群と比べて在宅での看取りのオッズ比が高かった。3群における在宅での看取りの割合の違いは、訪問看護や往診の体制による可能性が考えられ、看取りを行う上では訪問診療と訪問看護の両方を導入する体制が望ましいと考えられる。令和4年度の報告書では、別表第8の2の状態、または在宅がん医療総合診療料の算定があるような状...
	本研究の限界として、医療保険の訪問看護に関連する療養費等については同定できていないことが挙げられる。専門職による訪問に関しては、医療保険での薬局からの訪問薬剤を同定できていないこと（調剤レセプトが必要）、医療保険での訪問歯科が同定できていないこと（歯科訪問診療料C000、訪問歯科衛生指導料C001：歯科レセプトが必要）により、薬剤師と歯科医師及び歯科衛生士による訪問が少なく見積もられている可能性が挙げられる。また、訪問看護受療群については特定施設以外の有料老人ホームまたはサービス付き高齢者向け住宅...
	E．結論
	本研究では、訪問看護と訪問診療の利用パターン別に患者属性や、利用している医療・介護のサービス内容が異なり、訪問看護と訪問診療受療群で最も医療や介護のニーズが高い患者の割合が高いことが明らかになった。急変時の対応と在宅看取りについては、訪問診療による往診と訪問看護が果たす役割が大きいと考えられ、急変のリスクが高いと考えられる患者においては訪問看護と訪問診療の双方の導入を早期に検討する必要性が示唆された。退院支援に関しては、関連した診療報酬の算定数が全ての群において少なく、現場における支援の実態を把握...
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	A. 研究目的
	小児年齢の患者を対象とした在宅医療(訪問診療、訪問看護)は、成人と比較して導入が遅れていると言われてきた1。主な対象としては医療的ケア児(日常生活に何らかの医療行為が必要な児)が想定されてきたが、既存のアンケート調査などでは、気管切開や人工呼吸器といった医療デバイス依存児（Technology-Dependent,以下TD児）を積極的に受け入れる在宅診療所が少ない傾向が示されてきた2。実際にはこれらの患者群にどの程度訪問診療が提供されているのか、客観的なデータが乏しい。また、近年は新型コロナウイル...
	B．研究方法
	株式会社JMDCが保有する雇用者保険の医療レセプトデータを用いた。2017年11月–2020年10月の3年間に、在宅医療に関連する診療行為名（コードC000–C300）のいずれかを一度でも請求された、当時18歳未満の患者をすべて抽出した。各患者について、病名および処置コードから基礎疾患の有無と医療的ケアの有無を判断（後述）し、「基礎疾患なし」「基礎疾患あるが医療デバイス依存ではない（非TD児）」「医療デバイス依存児（TD児）」の3群に分類した。
	各群の患者における訪問診療、往診をはじめとした在宅医療の利用について、C000–C009のコードの有無に基づき、その利用割合、利用総数に占める割合について記述した。
	なお、既報にあるCCC（complex chronic conditions）に該当する病名コードを有するものを基礎疾患ありとした3。処置コードより酸素投与、人工呼吸、気管切開、経管栄養、在宅中心静脈管理、腹膜/血液透析のいずれかの加算を最低１回有するものをTD児とした4。
	JMDCデータは連結不可能匿名化された状態で研究者に提供されており、個人情報をふくまない匿名加工情報であり、インフォームドコンセントを要さない。本研究は筑波大学附属病院倫理審査委員会の承認を得ている（R03-026）。
	C．研究結果
	・総数
	抽出された患者数は、「基礎疾患なし」「基礎疾患あるが非TD児」「TD児」の各群でそれぞれ15,258名、5,795名、2,680名であった。各群の男女比や年齢構成に偏りはなかった。TD児で観察期間内死亡が57名（2.1%）と多くみられたが、観察期間に大きな群間差はなかった（表1）。
	・各在宅医療の利用割合
	主な在宅医療の利用者割合（期間内に一度でも利用したもの）は以下の通りであった（表2）。
	①C000往診
	基礎疾患なし26.2%、基礎疾患あるが非TD児 15.4%、TD児22.5%。
	②C001訪問診療
	基礎疾患なし0.2%、基礎疾患あるが非TD児0.9%、(TD児15.9%。
	②C007訪問看護指示
	基礎疾患なし4.4%、基礎疾患あるが非TD児19.6%、TD児55.8%。
	・訪問診療、往診の利用回数
	訪問診療と往診については、各群の総利用回数についても集計を行った（表3）。また、訪問診療の利用なしで往診のみ利用する患者についても集計した（表4）。
	①C000往診
	基礎疾患なし10,034回、基礎疾患あるが非TD児1,775回、TD児2,409回。
	②C001訪問診療
	基礎疾患なし498回、基礎疾患あるが非TD児1,228回、TD児21,387回。
	③C000往診（訪問診療利用なし）
	基礎疾患なし9,784回、基礎疾患あるが非TD児1,605回、TD児60回。
	D．考察
	・結果のまとめ
	背景人口500万人、小児人口約80万人程度から、在宅医療に関連した算定があった18歳未満の約24000人分のデータを解析した。「基礎疾患なし」「基礎疾患あるが非TD児」「TD児」の3群に分けて解析したところ、以下の様な特徴が抽出された。
	-往診は基礎疾患なし、または基礎疾患あるが非TD児がほとんどを利用しており、その96.4% (11,389/11,809)が定期訪問診療なしであった。
	-訪問診療は92.4% (21,387/23,173)がTD児に利用されている。その利用者のうち75.6% (322/426)が往診も利用できている。
	-しかしTD児全体でみると、訪問診療の利用は15.9% (426/2,680)に留まった。
	・TD児の訪問診療利用状況
	TD児(医療デバイス依存児)は、日常の医療的ケアが重度である点、移動に困難を伴う点、状態が不安定であると予測される点などから、積極的に在宅医療を導入すべき対象であると考えられる。実際のところ、総利用回数としては小児に提供されている訪問診療の92.4% (21,387/23,173)をTD児が利用している。一方でTD児全体からみると利用者の割合は15.9% (426/2,680)に留まっている。ニーズはあっても利用できない状況なのか、あるいはTD児（および保護者）が訪問診療を望まない理由があるのか、...
	・往診利用者の内訳
	往診利用は全体の総利用回数の70.6% (10,034/14,218)を、基礎疾患なしの小児が占めている。この内ほとんど全て(9784回, 97.5%)が、訪問診療なしで往診のみの利用であった。なお研究期間中１回のみの利用がほとんどであった。一方で、TD児において訪問診療なしでの往診利用は総利用回数で60回のみと、限定的であった。重度かつ複雑な基礎疾患を有する小児に対し、初見で医学的判断を下し処方などを行うことは高度な経験と知識を必要とするが、TD児が緊急時に受療行動を取ることの負担を考慮すると、...
	・基礎疾患あるが非TD児とTD児
	今回のデータより、基礎疾患があるが非TD児の受療状況は、全体として基礎疾患なしの児と同様であり、TD児とは大きく異なっていた。今後、当分野の解析を行う上で、基礎疾患の病名等よりも、医療デバイスの有無で患者分類を行う方が現実に即していると思われる。一方で、この群は「動ける医療的ケア児」5と同様、重症心身障碍児を念頭においた政策の中では取り残されていく可能性も示唆していると考えられた。

	・訪問診療・往診以外のデータについて
	本研究では表2に示したとおり、C001–009にある全項目について抽出を行った。しかし訪問診療・往診以外の項目は解釈が難しい点があり、今回の報告では参考として数を示すのみとした。例えば訪問薬剤管理指導は調剤レセプトでも算定が可能だが、本研究で利用したデータセットには含まれていない。
	・TD児の訪問看護利用状況
	今回の解析では、TD児でのC007訪問看護指示料の算定割合が55.8％と非常に高かった。これまでの国内の報告でも同様に、小児年齢への訪問看護は、訪問診療に比べて増加が著しい。特に、月利用回数が4回以上（つまり週１回以上）の割合が多いことが分かっている6)。長時間訪問看護加算の算定割合が多く、特に15歳未満の重症者に対しては週3回以上算定が可能など、制度面での優遇が功を奏している可能性がある。これに対してC005訪問看護は算定割合が非常に低く（最も高いTD児でも1.5%）、かかりつけとなる可能性が高...
	E．結論
	基礎疾患と医療デバイス依存の有無別に、在宅医療の利用状況を検討した。訪問診療はほとんどが、より重症なTD児に利用されていた。医療デバイス依存児全体からすると15.9％であった。往診はほとんどが基礎疾患なしの児による単回の利用であり、TD児の利用は限定的である。これらの訪問診療・往診の利用状況が、需要を満たしているのかどうか、さらに検討を行う余地がある。
	なし
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	A. 研究目的
	小児年齢の患者を対象とした在宅医療(訪問診療、訪問看護等)は、主な対象としては医療的ケア児(日常生活に何らかの医療行為が必要な児)が想定されてきたが、既存の調査などでは、気管切開や人工呼吸器といった医療デバイス依存児について、在宅医療の導入が少ないことが問題視されてきた1。在宅医療が充足していないと、退院支援が進まず、また災害や急変時の対応についても不十分となることが懸念される。しかし、在宅医療の導入数が少ない根本的な原因が不明確である。提供が不足しているのか、情報提供が不足しているのか、あるいは...
	B．研究方法
	研究者が所属する筑波大学附属病院がある茨城県内において、以下の通り4つの関係機関から担当者にヒアリングを行った。
	・医療的ケア児保護者の当事者団体、会長
	・小児専門医療機関、ソーシャルワーカー
	・在宅支援診療所、院長
	・市役所、障害福祉課、医療的ケア児担当者
	ヒアリングにおいては、現状の小児在宅医療について、医療、教育、行政などの場面を問わず、ネガティブな意見、ポジティブな意見ともに幅広く収集することを目的とした。
	具体的には各対象者とのアポイントメント取得時に、電話またはメールにて「小児、特に医療的ケア児の在宅医療についての考えを聞きたい」とお伝えした。当日はそのまま自由にお話いただく形式としたが、より深い意図について尋ねられた際には、「小児の在宅医療について、満たされていないニーズや問題点がある可能性を考えています。何でもいいので、現状の小児の在宅医療について、忌憚ないご意見をいただきたい」とお伝えした。
	本研究ではヒアリング実施時に口頭で同意を取得した。
	C．研究結果
	各関係者から聴取した、「小児在宅医療についての考え」を抜粋すると以下の様であった
	〇市役所、障害福祉課、医療的ケア児担当者
	・経済補助などの制度利用を促す面では機能しているが、実際に地域で医療的ケア児を受け入れるためのリソースがない。
	・保護者は児の預け先がないため仕事ができず、収入が不足している。
	・重症児の保護者はケアのため夜も眠れない
	・これらの訴えに対し、紹介できる社会資源が圧倒的に不足しており、傾聴することしかできない。
	・数年後の見通しも分からず、家族の全員が人生設計できない。市としても支援プランが立たない。
	〇医療的ケア児保護者の当事者団体、会長
	・安定していても胃瘻や気管切開の交換やケア物品の払い出しのため特定機能病院に定期通院しなくてはならないのは非常に負担である。
	・しかし訪問診療は基本的に受け入れ困難
	・積極的に応需してくれる訪問診療所には「まず看取りの話から」と言われる。「地域で成長してくために」という家族の思い、ニーズと全くずれており、泣き崩れる様な経験を複数の保護者がしている
	・訪問診療を受けていても、なにか質問をすると「分からないからかかりつけの特定機能病院へ相談して」、少しでも状態変化があると（親の目線で大したことがなくても）「分からないから特定機能病院へ」では意味がない
	・一方で、完全なかかりつけ機能の移行でなくても、特定機能病院の受診回数が減ると、状態悪化時に受療を断られるのではないかと心配
	・在宅医療は患児・家族のために機能するためのものなら良いが、そうなってない印象がある。
	・特に成人して移行期となると、かかりつけの小児科から追い出すための口実としか思えない場合もある
	・医療的ケア児と家族は、いつも「助けてほしい」と感じている。今の在宅医療は、それに沿っていない場合が多い
	〇小児専門医療機関、ソーシャルワーカー
	・かかりつけと診療所の役割分担が、個別性が強くて難しい。これは成人の在宅医療と異なる。
	・在宅医に、小児疾患特有の病態理解が難しいことに加え、衛生材料や機械の契約など、成人を中心に行っているサービス内容と大きく異なるため敬遠されている部分があると思う
	・一方で訪問看護は訪問診療より、どこの地域でも積極的である
	・稀ながら、医療的ケア児を受け入れてくれる訪問診療所もあるが、「呼吸器はみれない」「往診対応は不可」とかなり限定的であり、本来のニーズと食い違う
	・いわゆるかかりつけ機能のほか、眼科、皮膚科、歯科領域のマイナートラブルによる受診も全く地域の診療所などは受けてくれない。
	〇在宅支援診療所、院長
	・重症心身障碍児で、特に成人期が近づくと、移行医療の意味合いもあって紹介されることがある
	・しかし、ほとんど日中、学校や作業所に通っており、訪問が実施できない
	・状態変化時、診察後の判断で「経過観察」としても保護者が満足せず、結局救急車で受診することがある。
	・本来、訪問診療の対象とする患者群とは異なる印象がある。
	・状態悪化時に期待されているバックベッドがほぼ確実に用意できないため、かかりつけ機能を（成人期であっても）在宅診療所へ移行することには積極的になれない
	D．考察
	・医療的ケア児の在宅医療は不足している
	医療的ケア児の家族と、支援者でありサービスを紹介する役割を担う市役所職員の話から、医療的ケア児に在宅における医療のアンメットニーズが存在することは明らかであろう。一方で、ほかのヒアリング結果をみても、成人・高齢者医療を中心に広く提供されている在宅医療と、医療的ケア児における在宅医療のニーズは異なる部分があるということが伺えた(後述)。そのため、単に提供量を増やすことや、加算の増設等により、小児への在宅医療を増すだけでは有効な対策とならない可能性がある。
	・成人の在宅医療と異なるニーズ
	まず、提供される医療の内容が、成人とは大きく異なる。気管切開や人工呼吸器といった高度なケアを有する患者が多いことは既知1だが、状態変化時の対応として、より検査や治療介入を求める保護者の心理や、悪い場合には入院加療を求めること、仮に実際に救命が不能であっても、看取り対応を抵抗なく受容することは難しいであろうことなどが挙げられた。
	また、医療的ケア児が在宅医療を通して得ようとしているものが大きく異なる。それは、成長であり、学業などを通した社会参加である。成人在宅医療の主な対象となる高齢者は、「通院が困難な状態にある」のが基本であり、つまり、病状の悪化や、加齢により社会参加がある程度制限され始めた時点で訪問診療などが導入される。看取りを前提に終末期に在宅移行する場面すらも日常的に存在する。成人と同じ前提で進めようとすれば食い違いが生じるのは、当たり前とすら言えるかもしれない。
	・看取りについて
	一方で、医療的ケア児の保護者に「看取りの話から」といった在宅医は間違っていたかと言えば、そういうわけでもない。緩和ケア領域では、”Surprise Question”と呼ばれる手法がある2。「もし患者が１年以内に亡くなったら驚くか」と自身に問いかけ、驚かないのであれば、緩和ケアやアドバンスケアプランニングなどの看取りに関する話し合いを開始すべき、というものだ。本手法による死亡予測は小児年齢でも有効性が検証されている3。
	気管切開や人工呼吸器まで要する重度の医療的ケア児の状態は常に急変のリスクと隣り合わせであり、前述のとおり成長発達が見込まれることとは裏腹に、いつ亡くなってもおかしくないことも同時に事実である。とすれば、臨床医が看取りの方法について早い段階で確認しておくのは、むしろ誠実な対応とすら言える。
	・医療的ケア児の予後に関する資料不足
	ヒアリングの内容にもあったように、「長期予後について説明されておらず、ライフプランが立てられない」という問題は、単に担当医が説明していない、保護者が説明されたが理解しなかった（受け入れられなかった可能性もある）のほか、本当に不明である、という場合も多くあると思われる。成人医療では悪性疾患を中心に、多くの病態で生存曲線が描かれ、「予後〇年程度」という見込みが告知される。医療的ケア児についても同様のエビデンスを蓄積し、資料として医療関係者・保護者に客観的事実として伝えることができれば、少なくとも予後や...
	生命予後以外でも、医療的ケア児の生活全般について、日常生活の送り方、自宅で行えるケア、リハビリ、福祉サービス、親の就労支援やレスパイトケアの提供状況等の一般論と呼べるような資料が増えてくれば、保護者と医療関係者が同じ目線にたって、児に対してのケアプラン、長期方針の話し合いができるようになるのではないか。
	E．結論
	医療的ケア児に対する在宅における医療は不足している。しかし成人における在宅医療をそのまま提供すると、現状ではニーズと合わない。医療的ケア児の生命予後をはじめとした知識の普及啓発が課題と思われた。
	なし
	3. Burke K, et al．The 'surprise' question in paediatric palliativecare: A prospective cohort study．Palliat Med 32：535－42.2018)
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